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ニュースダイジェスト

1、三友が代理した山東能特異エネルギー科学技術有限公司の登録商標に係

る取消審判行政訴訟二審で勝訴へ

2、《2023年知的財産強国建設綱要及び「十四五」計画実施推進計画》が公表

1、三友が代理した山東能特異エネルギー科学技術有限公司の登録商標
に係る取消審判行政訴訟二審で勝訴へ

三友顧客：山東能特異エネルギー科学技術有限公司（SHANDONG NATERGY ENERGY

TECHNOLOGY CO., LTD.）

審理機関：北京市高等人民法院

裁判結果：係争商標の審判対象の指定商品「ゲッター」における登録を維持し、能特異社の

一部の上訴理由が成立し、二審法院がそれを支持し、一審判決、被訴決定を取消し、国家知識

産権局は係争商標について改めて取消審決を行う旨判決を下った。

案件の概要：

　山東能特異エネルギー科学技術有限公司（以下、「能特異社」という。）は専ら中空ガラ

ス用モレキュラーシーブス3Aの生産と研究開発に従事するハイテク企業である。2006年1月23

日、能特異社は第5134657号の「Natergy」商標を出願し、第1類の「ゲッター；触媒；けい酸

塩」などの指定商品において商標登録を受けた。

　2019年10月、あるエネルギー関連の会社は当該商標に対して連続三年間の不使用による

取消を請求した。商標評審審理の段階で、国家知識産権局は能特異社が提出した証拠では、係

争商標が指定の使用期間内に指定商品において真実かつ有効な営業の目的をもつ使用が行われ

たことを証明するに足らないとして、係争商標を取消した。能特異社は取消決定に不服し、北

京知識産権法院へ提訴した。法院は審理を経て、原告（能特異社）が提出した証拠で示された

商品は何れも「モレキュラーシーブス3A」であり、該商品は《類似商品及び役務区分表》に

記載の規範的商品ではないと認定した。

審理の経緯：

　一審において、原告は該商品が「けい酸塩」(0102(四))と同一商品に該当するため、係争

商標の「けい酸塩」を含む全ての指定商品における登録を維持すべきであると主張した。調べ

によって、けい酸塩は「モレキュラーシーブス3A」の主成分であり、この主成分はそれによ
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って合成された商品と同等すべきでないことを判明した。ゆえに、原告が提出した証拠では、

係争商標の「けい酸塩」商品における使用を証明するに足らないとして、一審法院は原告の訴

訟請求を棄却した。

二審において、さらに関連使用証明及び知名度に関する証拠を提出するほかに、三友の代理

弁護士は、能特異社が製造販売した「モレキュラーシーブス3A」商品が主に中空ガラスの乾

燥に用いられ、その主な機能は中空ガラス中の水蒸気を吸収することであり、ゲッターの機能

を果たしており、ゲッターと同等する、またはゲッターの一種に該当することを立証するため

に、大量の技術文献を検索し、検索の結果に基づいて《ゲッター関連技術用語-国家基準》、

ゲッター関連特許文献及びゲッター関連の書籍を提出した。また、検索した結果に基づいて最

高人民法院の非規範的商品の認定に係る先行案例を提出し、能特異社の係争商標が付された商

品が業界及び政府関連部門の認可を得た証拠と受賞の証拠を提出し、係争商標が権利者がその

主な経営業務において使用する唯一の英語商標であり、該商標の取消により、権利者の経営が

困難な状況に強いられ、大きな損失を被ることになると主張した。

二審法院は審理を経て、「モレキュラーシーブス3A」が水蒸気を吸着する機能はその主な

機能であり、該機能はゲッターの機能範疇に属し、「モレキュラーシーブス3A」はゲッター

の下位概念であると認定することができ、係争商標の「モレキュラーシーブス3A」における

使用は、審判対象の指定商品「ゲッター」における使用であると認定でき、ゆえに、係争商標

の審判対象の指定商品「ゲッター」における登録を維持すべきと認定した。

典型的な意義：

実際に使用されている商品が《類似商品及び役務区分表》に記載の規範的商品に該当しない

情況について、商品について補正指令を出されることを回避するために、権利者は商標を出願

するときに区分表を参照してその実際に使用している商品に近い商品を選んで商標登録出願を

するのが一般的であるが、連続三年間の不使用による取消案件において、権利者は使用が許可

された商品において商標を使用したことを立証する必要があるため、権利者の立証上の困難性

を大幅に引き上げた。本件において、三友の弁護士は大量の証拠を検索することによって、最

も重要な証拠を見つけ、権利者が実際に使用している「モレキュラーシーブス3A」商品が機

能・用途において指定商品とほぼ同じであり、指定商品の下位概念に該当することを主張する

ことで、最終的に法院に支持された。

実際に使用されている商品と指定商品とが100％対応していない情況について、商標登録が

維持されるように、商品間の関連性を積極的に立証するほかに、権利者としては、商標登録を

出願する際、特に、実際に使用している商品が非規範的商品である場合、できるだけ実際に使

用している商品を選んで登録することを薦める。そのようにする場合、商標出願手続中に、商

品が規範に沿わないため商標局から補正指令を出される可能性があるが、いざの商標が連続三

年間の未使用による取消を請求された案件の場合、指定商品における使用証拠を提供できない

ために商標が取消されるリスクを効果的に低減することができる。



2、《2023年知的財産強国建設綱要及び「十四五」計画実施推進計
画》が公表

　知的財産強国戦略を深く実施し、知的財産強国建設を加速させ、2023年度の重点任務と

活動措置を明確にするために、国家知識産権局は《2023年知的財産強国建設綱要及び「十四

五」計画実施推進計画》（以下、《推進計画》と略称。）を公布した。7つの面における139

項目の重点任務と活動措置を明確にした。

知的財産権制度の整備の面において、《推進計画》は知的財産権関連法律・法規・規則の整

備、知的財産権に関する重要政策の改革・整備、新興分野と特定分野における知的財産権規則

の整備を求めている。具体的には、関連法律法規の改正を推進し、一流特許商標審査機構の構

築プロジェクトを実行し、データ知的財産権の保護規則の構築を加速させるなどの措置を提示

している。

知的財産権保護の強化の面において、知的財産権の司法保護の強化、知的財産権の行政保護

の強化、知的財産権の協同保護構造の健全化を求めている。具体的には、国家レベルの知的財

産権関連案件の上訴審理メカニズムの改革の推進・深化、商標特許の法執行に対する専門的指

導の強化、国家知的財産権保護モデル区の高基準建設などの措置を提示している。

知的財産権市場運営メカニズムの整備の面において、知的財産権の創出品質の向上、知的財

産権の総合的運用の強化、知的財産権の市場化運営の促進を求めている。具体的には、知的財

産権審査評価メカニズムの改革・整備を行い、特許集約型産業の育成・発展に力を入れ、特許

転化特別計画などの措置を深く実施することを提示している。

知的財産権の公共サービスレベルを高める面において、公共サービスの供給の強化、公共サ

ービスの効率の向上を求めている。具体的には、より多くの知的財産権データの開放的共有の

実現を推進し、知的財産権公共サービス機構の等級別・類型別式管理を持続的に強化させるこ

となどを提示している。

また、《推進計画》はさらに、良好な知的財産権人文社会環境の構築、世界における知的財

産権の管理への高度の参与、組織保障の強化などの面において具体的な措置を明確にした。
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